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1. 高経年化技術評価における対象機器等の抽出計画の具体化（案）
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すべての建物・構築物及び機器・配管系

高経年化技術評価の対象となる機器・構造物の抽出フロー

安全施設（クラス１及びクラス２）

又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の

拡大の防止のための資機材のうち常設のもの

高温・高圧の環境下にある機器

定期取替品及び消耗品

Ｙ

Ｎ Ｎ
対象外

Ｙ

Ｎ

Ｙ
対象外

例）炉心構成要素

動的機能について、通常の施設管
理活動において、経年劣化の影響
から生じる性能低下の状況が的確
に把握され、的確な対応がなされ
ている場合

Ｙ
対象外

例）非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機

※ 定例試運転により機
能を確認 Ｎ

評価対象とする施設＊1

安全施設（クラス３）
Ｎ

対象外
Ｙ

最高使用温度：95℃超

最高使用圧力：1900kPa超

【参考：発電炉の例】

・安全重要度分類クラス１、２及び３の機能を有するもの＊A＊B

・常設重大事故等対処設備＊A

＊A：動的機能：通常の施設管理活動において、経年劣化の影響から
生じる性能低下の状況が的確に把握され、的確な対応が
なされている場合は対象外

 定期取替品及び消耗品：対象外

＊B：クラス３は、高温・高圧の環境下にある機器が該当

（最高使用温度：95℃超、最高使用圧力：1900kPa超）

＊1：これらの機器を内包する建物を含む。

①

③

②
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参考資料：安全施設（クラス１及びクラス２）（1/3）①



6＊： 上記関連系は、当該系と同位の重要度を有するものとする。

参考資料：安全施設（クラス１及びクラス２）（2/3）①
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参考資料：安全施設（クラス１及びクラス２）（3/3）

分類 定義 機能 構築物、系統又は機器 特記すべき関連系

ＭＳ－２ ＰＳ－２の構築物、系統及び機
器の損傷又は故障が及ぼす敷地
周辺公衆への放射線の影響を十
分小さくするようにする構築物、
系統及び機器

燃料プール水
の保持機能

① 原子炉附属建物使用済燃料貯
蔵設備
１）水冷却池
２）水冷却浄化設備のうち、サ
イフォンブレーク止弁

② 第一使用済燃料貯蔵建物使用
済燃料貯蔵設備
１）水冷却池
２）水冷却浄化設備のうち、サ
イフォンブレーク止弁

③ 第二使用済燃料貯蔵建物使用
済燃料貯蔵設備
１）水冷却池
２）水冷却浄化設備のうち、サ
イフォンブレーク止弁

放射線の遮蔽
及び放出低減機能

① 外周コンクリート壁
② アニュラス部排気系

１）アニュラス部排気系（ア
ニュラス部常用排気フィルタを
除く。）

③ 非常用ガス処理装置
④ 主排気筒
⑤ 放射線低減効果の大きい遮蔽
（安全容器及びコンクリート遮
へい体冷却系を含む。）

異常状態への対応上特に重要な
構築物、系統及び機器

事故時のプラント状態の把握機能 ① 事故時監視計器の一部

安全上特に重要なその他の構築
物、系統及び機器

安全上重要な関連機能 ① 非常用ディーゼル電源系（Ｍ
Ｓ－１に属するものを除く。）
② 交流無停電電源系（ＭＳ－１
に属するものを除く。）
③ 直流無停電電源系（ＭＳ－１
に属するものを除く。）

①
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分類 機能 構築物、系統又は機器

ＰＳ－１ 原子炉冷却材
バウンダリ機能

① 原子炉容器
１）本体

② １次主冷却系、１次補助冷却系及び１次ナトリウム充填・ドレン系
１）原子炉冷却材バウンダリに属する容器・配管・ポンプ・弁（ただし、
計装等の小口径のものを除く。）

ＰＳ－３ １次冷却材を
内蔵する機能

（ＰＳ－１以外のもの）

① １次ナトリウム純化系のうち、１次冷却材を内蔵しているか、又は内蔵し
得る容器・配管・ポンプ・弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。）
② １次オーバフロー系のうち、１次冷却材を内蔵しているか、又は内蔵し得
る容器・配管・ポンプ・弁（ただし、計装等の小口径のものを除く。）
③ １次ナトリウム充填・ドレン系のうち、１次冷却材を内蔵しているか、又
は内蔵し得る容器・配管・弁（ＰＳ－１に属するもの及び計装等の小口径の
ものを除く。）

２次冷却材を
内蔵する機能

（通常運転時の炉心の冷却
に関連するもの）

① ２次主冷却系、２次補助冷却系、２次ナトリウム純化系及び２次ナトリウ
ム充填・ドレン系
１）冷却材バウンダリに属する容器・配管・ポンプ・弁（ただし、計装等の
小口径のものを除く。）

－ ２次冷却材を
内蔵する機能

（通常運転時の炉心の冷却
に関連するものを除く）

① ２次補助冷却系のうち、２次冷却材を内蔵しているか、又は内蔵し得る容
器・配管・ポンプ・弁（ただし、冷却材バウンダリに属するもの及び計装等
の小口径のものを除く。）
② ２次ナトリウム純化系のうち、２次冷却材を内蔵しているか、又は内蔵し
得る容器・配管・ポンプ・弁（ただし、冷却材バウンダリに属するもの及び
計装等の小口径のものを除く。）
③ ２次ナトリウム充填・ドレン系のうち、２次冷却材を内蔵しているか、又
は内蔵し得る容器・配管・ポンプ・弁（ただし、冷却材バウンダリに属する
もの及び計装等の小口径のものを除く。）

安全施設
（クラス１）

ナトリウムを内包する機器

①

安全施設
（クラス１）

関連系
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多量の放射性物質等を放出する事故の

拡大の防止のための資機材のうち常設のもの

①

「燃料体の損傷が想定される事故」に係る資機材
a.制御棒及び制御棒駆動系           ← 安全施設（クラス１）
b.後備炉停止制御棒及び後備炉停止制御棒駆動系       ← 安全施設（クラス１）
c.制御棒連続引抜き阻止インターロック
d.原子炉保護系（スクラム）（手動スクラムを含む。）      ← 安全施設（クラス１）
e.原子炉保護系（アイソレーション）         ← 安全施設（クラス１）
f.後備炉停止系用論理回路
g.原子炉冷却材バウンダリ           ← 安全施設（クラス１）
h.冷却材バウンダリ            ← 安全施設（クラス１）関連系
i.原子炉容器リークジャケット          ← 安全施設（クラス１）
j.原子炉カバーガス等のバウンダリ（安全板を含む。）   ← 安全施設（クラス２）
k.格納容器バウンダリ        ← 安全施設（クラス１）
l.１次主冷却系サイフォンブレーク配管 ← ﾅﾄﾘｳﾑを内包する機器
m.１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁        ← 安全施設（クラス１）
n.非常用冷却設備及び補助冷却設備 ← 一部安全施設（クラス１）
o.安全容器（コンクリート遮へい体冷却系を含む。） ← 安全施設（クラス２）
p.断熱材、ヒートシンク材及びライナ
q.関連する核計装（核計装（線形出力系））        ← 安全施設（クラス１）
r.関連するプロセス計装（原子炉入口冷却材温度、原子炉出口冷却材温度等）  ← 一部安全施設（クラス１）
s.遅発中性子法燃料破損検出設備
t.仮設電源設備（燃料油運搬設備を含む。）       → 非該当
u.仮設計器             → 非該当

「使用済燃料貯蔵設備の冷却機能が失われ、使用済燃料の損傷が想定される事故」に係る資機材
a.可搬式ポンプ及びホース          → 非該当
b.水冷却池              ← 安全施設（クラス２）
c.水冷却浄化設備サイフォンブレーカー
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① 安全施設（クラス１及びクラス２）又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のものの一覧
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安全施設（クラス１及びクラス２）

又は、ナトリウムを内包する機器、多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のもの

に該当しないもののうち、高温・高圧の環境下にある安全施設

②

抽出済

高温又は高圧の

環境に非該当

抽出済

高温又は高圧の

環境に非該当

高経年化技術評価の対象：無
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③ 安全施設（クラス１及びクラス２）又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のもののうち、

評価対象とするものの抽出（案：1/8）

機能 対象機器等
定期取替品及び消耗品

に該当の有無

的確な対応がされている
動的機能維持※1
に該当の有無

理由

原子炉冷却材
バウンダリ機能

原子炉容器 本体 － － －

１次主冷却系、１
次補助冷却系及び
１次ナトリウム充
填・ドレン系

原子炉冷却材バウン
ダリに属する容器・
ポンプ・配管・弁
（ただし、計装等の
小口径は除く）

－ － －

１次冷却材を内蔵する機能
（原子炉冷却材バウンダリ
機能以外のもの）

１次ナトリウム純
化系、１次オーバ
フロー系、１次ナ
トリウム充填・ド
レン系

１次冷却材を内蔵し
ているか、又は内蔵
し得る容器・配管・
ポンプ・弁（ただし、
原子炉冷却材バウン
ダリに属するもの及
び計装等の小口径の
ものを除く）

－ － －

２次冷却材を内蔵する機能
（通常運転時の炉心の冷却
に関連するもの）

２次主冷却系、２
次補助冷却系、２
次ナトリウム純化
系及び２次ナトリ
ウム充填・ドレン
系

冷却材バウンダリに
属する容器・配管・
ポンプ・弁（ただし、
計装等の小口径のも
のを除く。）

－ － －

２次冷却材を内蔵する機能
（通常運転時の炉心の冷却
に関連するものを除く）

２次補助冷却系、
２次ナトリウム純
化系、２次ナトリ
ウム充填・ドレン
系

２次冷却材を内蔵し
ているか、又は内蔵
し得る容器・配管・
ポンプ・弁（ただし、
冷却材バウンダリに
属するもの及び計装
等の小口径のものを
除く）

－ － －

※1 動的機能維持：動的機能について、通常の施設管理活動において、経年劣化の影響から生じる性能低下の状況が的確に把握され、的確な対応がなされ
ている場合（以降、同じ）
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③ 安全施設（クラス１及びクラス２）又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のもののうち、

評価対象とするものの抽出（案：2/8）

機能 対象機器等
定期取替品及び消耗品

に該当の有無

的確な対応がされている
動的機能維持※1
に該当の有無

理由

炉心形状の維持機能

炉心支持構造物
炉心支持板 － － －

支持構造物 － － －

炉心バレル構造物 バレル構造体 － － －

炉心構成要素

炉心燃料集合体 〇 － ・計画的に交換を実施。

照射燃料集合体 〇 － ・照射計画に応じて炉内に装荷。

内面反射体 〇 － ・計画的に交換を実施。

外側反射体（A） 〇 － 同上

材料照射用反射体 〇 － 同上

遮蔽集合体 〇 － 同上

計測線量付実験装置 〇 － ・照射計画に応じて炉内に装荷。

照射用実験装置 〇 － 同上

原子炉の緊急停止
及び未臨界維持機能

制御棒 本体 〇 － ・計画的に交換を実施。

制御棒駆動系

駆動機構＊1 － 〇 ・定期的に分解点検を実施。

上部案内管 － － －

下部案内管 〇 － ・計画的に交換を実施。

後備炉停止制御棒 本体 〇 － ・計画的に交換を実施。

後備炉停止
制御棒駆動系

駆動機構＊1 － 〇 ・定期的に分解点検を実施。

上部案内管 － － －

下部案内管 〇 － ・計画的に交換を実施。

＊1：ケーブル類を除く。
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③ 安全施設（クラス１及びクラス２）又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のもののうち、

評価対象とするものの抽出（案：3/8）

機能 対象機器等
定期取替品及び消耗品

に該当の有無

的確な対応がされている
動的機能維持※1
に該当の有無

理由

1次冷却材漏えい量
の低減機能

原子炉容器 リークジャケット － － －

１次主冷却系、１次補助
冷却系及び１次ナトリウ
ム充填・ドレン系のうち、
原子炉冷却材バウンダリ
に属する容器・配管・ポ
ンプ・弁の配管（外側）
又はリークジャケット

配管（外側）又はリーク
ジャケット

－ － －

１次主冷却系 逆止弁 － 〇 ・定期的に動作確認を実施。

１次補助冷却系 ｻｲﾌｫﾝﾌﾞﾚｰｸ止弁＊1
－

〇 ・定期的に動作確認を実施。

１次予熱窒素ガス系 仕切弁＊1 － ○ ・定期的に動作確認を実施。

関連するプロセス計装
ナトリウム漏えい
検出器＊1

－ ○ ・常時監視に供用し、動作を確認。

原子炉停止後
の除熱機能

１次主冷却系

原子炉冷却材
バウンダリ

－ － －

1次主循環ポンプ
ポニーモータ＊1

－ 〇
・定期的に分解点検及び動作確認
を実施。

逆止弁 － 〇 ・定期的に動作確認を実施。

２次主冷却系
冷却材バウンダリ － － －

主冷却機
（主送風機を除く。）

－ － －

放射性物質
の閉じ込め機能

格納容器 本体 － － －

格納容器バウンダリに属
する配管・弁

配管 － － －

隔離弁＊1 － 〇
・定期的に動作確認及び漏えい検
査を実施。

＊1：ケーブル類を除く。
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③
安全施設（クラス１及びクラス２）又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のもののうち、

評価対象とするものの抽出（案：4/8）

機能 対象機器等
定期取替品及び消耗品

に該当の有無

的確な対応がされている
動的機能維持※1
に該当の有無

理由

工学的安全施設
及び原子炉停止
系への作動信号
の発生機能

原子炉保護系＊1
（ｽｸﾗﾑ、ｱｲｿﾚｰｼｮﾝ）

論理回路 〇 － ・定期的に点検、部品交換を実施。

補助継電器接触器 〇 － 同上

関連する
核計装＊1

起動系 〇 － ・検出器等を計画的に交換

中間出力系 〇 － ・検出器等を計画的に交換

線形出力系 〇 － ・検出器等を計画的に交換

関連する
プロセス計装＊1

原子炉出口ナトリウム温度計 － 〇
・常時監視に供用し、動作を確認。
・定期的に点検を実施。

原子炉入口ナトリウム温度計 － 〇 同上

１次冷却材流量計 － 〇 同上

２次冷却材流量計 － 〇 同上

原子炉ナトリウム液面計 － 〇 同上

原子炉保護系エリアモニタ － 〇 同上

格納容器（床上、床下）温度計 － 〇 同上

格納容器（床上、床下）圧力計 － 〇 同上

水平動地震検出計 － 〇 同上

＊1：ケーブル類を除く。
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③ 安全施設（クラス１及びクラス２）又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のもののうち、

評価対象とするものの抽出（案：5/8）

＊1：ケーブル類を除く。
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③ 安全施設（クラス１及びクラス２）又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のもののうち、

評価対象とするものの抽出（案：6/8）

機能 対象機器等
定期取替品及び消耗品

に該当の有無

的確な対応がされている
動的機能維持※1
に該当の有無

理由

原子炉ｶﾊﾞｰｶﾞｽ等
のﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ機能

１次ｱﾙｺﾞﾝｶﾞｽ系
原子炉カバーガスのバウンダリに
属する容器・配管・弁（ただし、
計装等の小口径のものを除く。）

－ － －

原子炉容器
本体（原子炉冷却材バウンダリに
属するもの及び計装等の小口径の
ものを除く。）

－ － －

１次主冷却系等

原子炉ｶﾊﾞｰｶﾞｽのﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘに属する
容器・配管・弁（原子炉冷却材ﾊﾞｳ
ﾝﾀﾞﾘに属するもの及び計装等の小
口径のものを除く。）

－ － －

回転プラグ
本体（ただし、計装等の小口径の
ものを除く。）

－ － －

燃料を安全に
取り扱う機能

核燃料物質取扱設備

燃料交換機 － 〇
・定期的に分解点検及び動
作確認を実施。

燃料出入機 － 〇 同上

トランスファーロータ － 〇 同上

燃料取扱用キャスクカー － 〇 同上

ナトリウム洗浄装置 － 〇 同上

燃料集合体缶詰装置 〇 同上
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③ 安全施設（クラス１及びクラス２）又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のもののうち、

評価対象とするものの抽出（案：7/8）

＊1：ケーブル類を除く。
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③ 安全施設（クラス１及びクラス２）又は、ナトリウムを内包する機器、

多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材のうち常設のもののうち、

評価対象とするものの抽出（案：8/8）

＊1：安全施設（クラス１及びクラス２）又はナトリウムを内包する機器に該当するものを除く。
＊2：ケーブル類を除く。



20

高経年化技術評価における対象機器等の抽出結果（案）

＋上記を保有する建物（原子炉建物及び原子炉附属建物、主冷却機建物、第１使用済燃料貯蔵建物、第２使用済燃料貯蔵建物）＋関連するケーブル類
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2. 高経年化技術評価における評価事象の選定計画の具体化（案）
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PLM基準(2008)に基づき抽出される経年劣化事象

評価対象事象の抽出フロー

高速炉及び試験研究炉であることを踏まえて

不要と考えられる経年劣化事象

想定した劣化傾向と実際の劣化傾向
の乖離が考えがたい経年劣化事象で
あって、想定した劣化傾向等に基づ
き適切な保全活動を行っているもの

Ｎ

Ｎ

Ｙ
対象外

例）日常劣化管理事象

現在までの運転経験や使用条件か
ら得られた材料試験データとの比
較等により、今後も経年劣化の進
展が考えられない、又は進展傾向
が極めて小さいと考えられる経年
劣化事象

Ｙ
対象外

例）流動ナトリウムによ
る侵食（エロ―ジョン／
コロージョン） 他

Ｎ

評価対象とする経年劣化事象

高速炉であることを踏まえて考慮するもの（案）

・ ナトリウム環境における経年劣化事象

＞ 腐食（ナトリウム環境による腐食）

＞ 侵食（流動ナトリウムによるエロ―ジョン・コ
ロージョン）

＞ 熱時効（高温ナトリウム環境で使用したクロム
モリブデン鋼が対象）

・ 高速中性子の照射による構造材の強度低下

・ クリープ疲労

PLM基準(2008)

a)低サイクル疲労

b)中性子照射脆化

c)照射誘起型応力腐食割れ

（照射下クリープ及び照射スウェリングを含む）

d)高サイクル熱疲労

e)２相ステンレス鋼の熱時効

f)フレッティング疲労

g)電気・計装品の絶縁低下

h)コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下

実施ガイド

→ ○

→ ○

→ ○

→ －

→ ○

→ －

→ ○

→ ○

Ｙ
対象外

例）中性子照射脆化

照射誘起型応力腐食割れ 他

日常的な施設管理において
時間経過に伴う特性変化に
対応した劣化管理が的確に
行われている経年劣化事象

①

③

④

②
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高速炉及び試験研究炉であることを踏まえて

不要と考えられる経年劣化事象の検討

PLM基準に定める
経年劣化事象

「常陽」での考慮要否及び理由
備考

要否 不要の理由

低サイクル疲労 〇 － －

中性子照射脆化 ×

中性子照射脆化は、炭素鋼や低合金鋼等のフェライト系材料において、中性子
の照射により、強度や硬さが増加する一方で、延性や靱性が低下する事象であ
る。「常陽」において、中性子照射の影響を考える必要のある機器（原子炉容
器や配管）はオーステナイト系ステンレス鋼を使用しており、中性子照射脆化
を経年劣化事象として考慮する必要はない。

高速中性子の照射による構造材の
強度低下（引張、疲労、クリープ
破断他）について、経年劣化事象
として考慮する。なお、これまで
のサーベイランス試験により、設
計寿命に想定される中性子照射量
を超える条件にあっても、十分な
強度を有することを確認している。

照射誘起型応力腐食割れ
（照射下クリープ及び
照射スウェリングを含む）

×
中性子照射の影響を考える必要のある機器（原子炉容器や配管）は、ナトリウ
ムと接液しており、応力腐食割れが発生する環境にないため、照射誘起型応力
腐食割れを経年劣化事象として考慮する必要はない。

高サイクル熱疲労 〇 － －

２相ステンレス鋼の熱時効 × 「常陽」において、２相ステンレス鋼は使用していない。

熱時効としては、クロムモリブデ
ン鋼（２次冷却系の配管の材料）
を対象した経年劣化事象を考慮す
る。

フレッティング疲労 〇 － －

電気・計装品の絶縁低下 ○ － －

コンクリートの強度低下
及び遮蔽能力低下

○ － －

①
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高速炉であることを踏まえて考慮する経年劣化事象（前頁以外の一般事象を含む）の検討

②

経年劣化事象 事象の概要

ナトリウム環境における経年劣化事象

腐食（ナトリウム環
境による腐食）

ナトリウムを冷却材に用いるナトリウム冷却型高速炉では、軽水炉における水中の酸化膜の形成や剥離の繰り返しによる減肉
の進行は発生し難く、系内の温度分布による質量移行が主要な腐食進行因子となる。質量移行は、ナトリウム中の溶存酸素濃
度により加速されるが、「常陽」ではこれを抑制するため酸素濃度を十分に低く維持している（原子炉施設保安規定に定める
プラギング温度に相当する酸素濃度 1次系：10ppm以下、2次系：20ppm以下）。なお、ＭＫ－Ⅲ冷却系改造工事では、配管の
肉厚の測定を実施した。当該測定結果は、基準（JISにおける製作許容差の最小板厚）を上回っている。減肉量は小さく、例
えば、耐震安全性評価への影響は軽微と考えられる。

侵食（流動ナトリウ
ムによるエロ―ジョ
ン・コロージョン）

流動ナトリウムによる浸食には、流速、溶存酸素、溶存水素(pH)、純度、温度及び材質等が影響する。これらの因子による影
響は、複雑に干渉するが、最終的には材料の保護膜となる酸化被膜(Fe3O4)の形成と安定化、あるいは剥離挙動への関与に帰
着する。ナトリウム冷却型高速炉の場合、溶存酸素は他の不純物元素と共に厳密に管理されており、環境は常に還元雰囲気に
あることから、材料表面に酸化被膜は形成されない。このため、表面保護層の形成は期待できない半面、脆化した酸化被膜の
剥離による減肉も生じない環境にあり、２次冷却系の配管材のクロムモリブデン鋼において、水環境等で観察される腐食（酸
化）とエロージョンの繰り返しによる減肉進行は発生し難い。

熱時効（高温ナトリ
ウム環境で使用した
クロムモリブデン鋼
が対象）

２次冷却系の配管材のクロムモリブデン鋼を、400℃以上の高温ナトリウム環境で使用した場合に、熱時効（引張強さや延性
等の強度低下）が発生する。なお、これまでのサーベイランス試験により、設計寿命において十分な強度を有することを確認
している。

上記以外

高速中性子の照射による
構造材の強度低下

主に、高速中性子照射による原子のはじき出し損傷により、構造材（オーステナイト系ステンレス鋼）の強度低下（引張、疲
労、クリープ破断他）が生じるものである。なお、これまでのサーベイランス試験により、設計寿命に想定される中性子照射
量を超える条件にあっても、十分な強度を有することを確認している。

クリープ疲労
クリープは、高温・応力環境下での使用による材料の塑性変形が進行するものであり、疲労と合わせて考慮する。１次冷却系
に使用しているオーステナイト系ステンレス鋼及び２次冷却系に使用しているクロムモリブデン鋼を対象とする。なお、これ
までのサーベイランス試験により、設計寿命において十分な強度を有することを確認している。

腐食（水、大気）
水環境については、コンクリート遮へい体冷却系の窒素ガス冷却器及び補機系冷却水配管、ディーゼル系冷却水配管等が対象
となる。大気環境については、主冷却器伝熱管部等が対象となる。なお、これらについては、適宜、肉厚を測定し、健全性を
確認している。

摩耗
ポンプ等において、回転軸と軸受けの間で、摺動摩耗が想定される。定期的な分解点検により消耗部品を交換する対策を講じ
ている。
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実績調査及び評価結果

・肉厚は、製作仕様の範囲内であった。
・内面の腐食（ナトリウム環境）は、認められなかった。
・外面の腐食（大気環境）は、初期値を2.44mmと仮定しても、約0.3～約0.5mmであり、
製作仕様の範囲を逸脱することはなかった。
→ ナトリウムを内包する機器等で最大の減肉量を有することから、定期的に肉厚
を測定し、監視を継続する項目に設定している。

主冷却器

旧主冷却器伝熱管（原子炉運転時間：約60,725時間）のケース

伝熱管製作仕様：2.0mm～2.44mm

過去の評価結果（腐食（ナトリウム環境及び大気環境））
②
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参考：現在の主冷却器伝熱管の状況
②
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主冷却器入口分岐前：  4箇所

主冷却器出口合流部：  4箇所

各主冷却器出入口 ：16箇所

主中間熱交換器２次側出入口エルボ：20箇所

：MK-Ⅲ改造工事における肉厚測定箇所

：美浜３号機２次系配管破損事故後において肉厚測定を実施した箇所

過去の評価結果（腐食（ﾅﾄﾘｳﾑ環境）、侵食（ｴﾛｰｼﾞｮﾝ／ｺﾛｰｼﾞｮﾝ）

２次冷却系配管（原子炉運転時間：約60,725時間）のケース

実績調査及び評価結果

・肉厚は、製作仕様の範囲内であった。
・内面の腐食（ナトリウム環境）は、認められな
かった。

・エロージョン／コロージョン特有の鱗片模様や
減肉の痕跡は確認されなかった。
→ エロージョン／コロージョンは経年劣化事
象として考慮不要と判断した。

②
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参考：２次冷却系配管の肉厚測定結果
②

ＭＫ－Ⅲ冷却系改造工事では、配管
（２次冷却系の配管のうち、外面が金属
製の内装板で覆われ、内装板の上に保温
材が設置された部分）について、24箇所
×4点（合計96点）の肉厚の測定を実施
した。以下に示すように、当該測定結果
は、基準（JISにおける配管製作許容差
（公称値±10％）の最小板厚）を上回る。

12B配管：10.4～11.1mm
※ 基準：9.27mm

10B配管： 8.8～ 9.5mm
※ 基準：8.37mm

また、偏流が生じて流速が増加するエ
ルボ部については、主中間熱交換器出入
口配管の4箇所×20点（合計80点）を測
定対象とした。以下に示すように、当該
測定結果は、基準（JISにおけるエルボ
製作許容差（公称値-12.5％以上）の最
小板厚）を上回る。

12Bエルボ：10.9～14.9mm
※ 基準：9.01mm

10Bエルボ： 9.5～12.8mm
※ 基準：8.14mm

主中間熱交換器入口配管エルボ（12B）

主中間熱交換器出口配管エルボ（12B）
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過去の評価結果（熱時効（高温ﾅﾄﾘｳﾑ環境で使用したｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼が対象））

②

2次系ホットレグ配管材（母材）のサーベイランス試験のケース
（ナトリウム浸漬＋高温による影響を評価）

実績調査及び評価結果

・Na浸漬材（サーベイランス材）及び非Na浸漬材を用いて、常温及び高温（400℃以上）で引張試験を実施。
・0.2%耐力で、高速原型炉高温構造設計方針(BDS)の設計基準を超える耐力を有することを確認。
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Na浸漬時間     第1回：6,733hr  第2回：20,313hr

「常陽」設計寿命
運転時間：131,500 h
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過去の評価結果（高速中性子の照射による構造材の強度低下）

②

原子炉容器材のサーベイランス試験のケース
（高速中性子の照射＋腐食（ﾅﾄﾘｳﾑ環境）による影響を評価）

原子炉容器材（SUS304母材・圧延方向）
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「常陽」設計寿命
運転時間：131,500 h
中性子照射量（E≧0.1MeV）：3.48E+19n/cm2

原子炉容器材（SUS304母材・圧延方向）
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項目

サーベイランス試験結果

中性子照射量
（E≧0.1MeV）

一様伸び
（％）

破断伸び
（％）

原子炉
容器材

SUS304母材 Ⅱ-02 9.14E+20n/cm2

設計寿命の約30倍

24.9 34.6

溶接継手 13.2 16.2

炉心支持板材
（SUS316母材）

TTJT02 5.95E+21n/cm2

設計寿命の約2倍
20.0 30.0
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過去の評価結果（腐食（水環境））
②

非常用ディーゼル発電機冷却水槽等の点検のケース

水槽内部の状況（点検後、防錆処理等を実施）

点検時の様子（酸欠防止措置を実施）
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過去の評価結果（腐食（水環境））

②

補機冷却系の配管の点検のケース

配管の肉厚測定の様子

必要に応じて、配管を更新
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過去の評価結果（摩耗）
②

非常用ディーゼル発電機のディーゼル機関部分の分解点検のケース

・ クランクシャフト、シリン
ダー、燃料関係、潤滑油関係、
空気関係、過給器、補機設備等
の点検を実施している。摩耗の
観点では、シリンダーやクラン
クシャフトの摺動部に着目する
ことが必要である。

・ ディーゼル機関部分は、機
関本体のシリンダーブロック部
以外について、ほぼ部品交換が
可能であり、磨耗が著しい場合
は分解点検時に対象部品を交換
することで健全性を確保できる。

クランクシャフト摺動部 クランクピンメタル摺動面

ピストン爆発面浸透探傷 ピストンピン浸透探傷
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日常劣化管理事象に分類できる経年劣化事象の検討
③
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現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により、

今後も経年劣化の進展が考えられない、又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象の検討

④



冷却されたナトリウム（約130℃）と
冷却器をバイパスしたナトリウム（約380℃）が合流
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過去の評価結果（高サイクル熱疲労）
④

２次冷却系の配管合流部（ﾌﾟﾗｷﾞﾝｸﾞ計）の高ｻｲｸﾙ熱疲労（ｻｰﾏﾙｽﾄﾗｲﾋﾟﾝｸﾞ）に関する検討

実績調査及び評価結果

・ 熱伝導解析及び応力解析により、温度揺らぎで発生する応
力は配管材(SUS304)の設計疲労限を十分下回ることを確認。

・ MK-Ⅲ冷却系改造工事において、当該配管を交換。放射線透
過試験、外表面浸透探傷試験、内表面浸透探傷試験を実施し、
き裂等がないことを確認
【試験対象】
＞２次補助冷却系プランギング計の配管(約28,977時間)
＞２次Na純化系プランギング計の配管(約48,971時間)

プラギング計における配管合流部（例：２次Na純化系） ﾌﾟﾗｷﾞﾝｸﾞ計の概略構造

電磁ポンプ

冷却器

ﾅﾄﾘｳﾑ入口

ﾅﾄﾘｳﾑ出口

ﾊﾞｲﾊﾟｽ
ﾗｲﾝ

参考：ﾌﾟﾗｷﾞﾝｸﾞ計の概要

・ ナトリウムの純度を測定
するための装置であり、温度
を低下させると不純物が析出
する原理を利用。

・ 配管中のオリフィスに不
純物がない状態（①）に対し
て、温度を下げることで、不
純物が析出（②）し、流量が
減少。

・ 流量比一定となるよう温
度を調整・測定し、ナトリウ
ムの純度を監視（③）。

①

②

③
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高経年化技術評価における対象事象の抽出結果（案）

１）低サイクル疲労

２）高速中性子の照射による構造材の強度低下

３）クリープ疲労

４）熱時効

５）腐食（ナトリウム環境、水環境、大気環境）

６）電気・計装品の絶縁低下

７）コンクリートの強度低下
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3. 冷温停止状態での高経年化事象の進展に関する評価
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冷温停止状態を想定した場合に対象とする高経年化技術評価対象機器等

機能
冷温停止状態を想定した場合に

高経年化技術評価の対象機能とする必要があるかの有無

原子炉冷却材バウンダリ機能

○：工事期間中は、一部を除き、基本的に、ナトリウムをドレンしている状態にあるが、充填時に備
え、評価の対象とする。

１次冷却材を内蔵する機能
（原子炉冷却材バウンダリ機能以外のもの）

２次冷却材を内蔵する機能
（通常運転時の炉心の冷却に関連するもの）

２次冷却材を内蔵する機能
（通常運転時の炉心の冷却に関連するものを除く）

炉心形状の維持機能
○：炉心の崩壊熱は十分に減衰しており、冷却材の流路確保を必須としないが、その重要性に鑑み、
評価の対象とする。

原子炉の緊急停止及び未臨界維持機能
－：工事期間中について、制御棒（後備炉停止制御棒を含む）は、炉心に挿入された状態で維持され
る。緊急停止等が必要となる状況は生じない。

１次冷却材漏えい量の低減機能
○：工事期間中は、一部を除き、基本的に、ナトリウムをドレンしている状態にあるが、充填時に備
え、評価の対象とする。

原子炉停止後の除熱機能
－：炉心の崩壊熱は十分に減衰しており、また、工事期間中は、一部を除き、基本的に、ナトリウム
をドレンしている状態にある。原子炉停止後の除熱機能が必要となる状況は生じない。

放射性物質の閉じ込め機能
－：工事期間中は、格納容器バウンダリは開放された状態で維持される。また、炉心の放射性物質は
十分に減衰しており、また、高経年化技術評価の対象としている原子炉冷却材バウンダリ機能等によ
り、その放散は防止される。

原子炉カバーガス等のバウンダリ機能
○：系統への不純物混入防止のため、原子炉カバーガス等のバウンダリ機能は、冷温停止状態にあっ
ても機能の維持が必要である。

燃料プール水の保持機能
○：使用済燃料貯蔵設備は、冷温停止状態にあっても使用する機能であり、当該機能の維持が必要で
ある。

放射線の遮蔽及び放出低減機能
－：工事期間中は、格納容器バウンダリは開放された状態で維持される。また、炉心の放射性物質は
十分に減衰しており、また、高経年化技術評価の対象としている原子炉冷却材バウンダリ機能等によ
り、その放散は防止される。

「燃料体の損傷が想定される事故」に係る資機材
－：新規制基準適合に係る設計及び工事の計画の認可を取得して仕様が確定するものであり、評価の
対象外とする。

「使用済燃料貯蔵設備の冷却機能が失われ、使用済
燃料の損傷が想定される事故」に係る資機材

－：新規制基準適合に係る設計及び工事の計画の認可を取得して仕様が確定するものであり、評価の
対象外とする。

○：必要

－：不要



高経年化技術評価における
対象事象の抽出結果（案）

冷温停止状態を想定した場合に
高経年化技術評価の対象事象とする必要があるかの有無

１）低サイクル疲労 －
前回の定期的な評価以降に、原子炉の運転を経験していないため、評価の対象とな
る過渡変化を有しない。また、本評価以降の冷温停止状態において、評価に対象と
なる過渡変化が生じることはない。

２）高速中性子の照射による構造材の強度低下 －
前回の定期的な評価以降に、原子炉の運転を経験していないため、評価の対象とな
る高速中性子の照射履歴を有しない。また、本評価以降の冷温停止状態において、
評価に対象となる高速中性子の照射が生じることはない。

３）クリープ疲労 －
前回の定期的な評価以降に、原子炉の運転を経験していないため、評価の対象とな
る配管温度等の上昇履歴を有しない。また、本評価以降の冷温停止状態において、
評価に対象となる配管温度等の上昇が生じることはない。

４）熱時効 －
前回の定期的な評価以降に、原子炉の運転を経験していないため、評価の対象とな
る配管温度等の上昇履歴を有しない。また、本評価以降の冷温停止状態において、
評価に対象となる配管温度等の上昇が生じることはない。

５）腐食（ナトリウム環境、水環境、大気環境） ○

６）電気・計装品の絶縁低下 ○

７）コンクリートの強度低下 ○
中性化及びアルカリ骨材反応等の考慮が必要である。ただし、前回の定期的な評価
以降に、原子炉の運転を経験していないため、評価の対象の一部となる高速中性子
の照射履歴やコンクリート温度の上昇履歴を有しない。また、本評価以降の冷温停
止状態において、評価の対象となる高速中性子の照射やコンクリート温度の上昇が
生じることはない。
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冷温停止状態を想定した場合に対象とする経年劣化事象 ○：必要

－：不要



機能
評価対象機能
該当有無

１） ２） ３） ４） ５） ６） ７）

原子炉冷却材バウンダリ機能 ○ ★ －

★＊1

１次冷却材を内蔵する機能
（原子炉冷却材バウンダリ機能以外のもの）

○ ★ －

２次冷却材を内蔵する機能
（通常運転時の炉心の冷却に関連するもの）

○ ★ －

２次冷却材を内蔵する機能
（通常運転時の炉心の冷却に関連するものを除く）

○ ★ －

炉心形状の維持機能 ○ ★ －

原子炉の緊急停止及び未臨界維持機能 －

1次冷却材漏えい量の低減機能 ○ ★ ★

原子炉停止後の除熱機能 －

放射性物質の閉じ込め機能 －

原子炉カバーガス等のバウンダリ機能 ○ ★ －

燃料プール水の保持機能 ○ ★ －

放射線の遮蔽及び放出低減機能 －

「燃料体の損傷が想定される事故」に係る資機材 －

「使用済燃料貯蔵設備の冷却機能が失われ、使用済燃料の損傷が想
定される事故」に係る資機材

－
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冷温停止状態における高経年化技術評価の対象

＊1：原子炉建物及び原子炉附属建物
 主冷却機建物
 第一使用済燃料貯蔵建物
 第二使用済燃料貯蔵建物

★：技術評価の対象
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冷温停止状態における高経年化事象の進展

・ 冷温停止状態にあっては、放射線及び温度に起因する高経年化事象の進展を考
慮が不要となる。考慮すべき事象を以下に示す。

＞ 腐食（ナトリウム環境、水環境、大気環境）

＞ 電気・計装品の絶縁低下

＞ コンクリートの強度低下

・ 冷温停止状態において、特別に考慮すべき高経年化事象はなく、「運転を断続
的に行う状態」を想定した技術評価は、「冷温停止状態」を想定した技術評価を
包絡する。

・ 上記の高経年化事象のうち、腐食（ナトリウム環境）については、純度を確実
に管理することで、その進展が無視できるものであることを、これまでの評価等
において確認済である。腐食（水環境、大気環境）、電気・計装品の絶縁低下及
びコンクリートの強度低下は、一般的な高経年化事象であり、その劣化が急激に
進展するものではない。長期施設管理方針において、「短期」に対応が必要とな
るものはなく、通常の施設管理により、原子炉の安全は確保される。



43

参考：コンクリート強度の経年劣化の程度の暫定評価

・ 冷温停止状態におけるコンクリートの強度低下の主な要因は、中性化、アルカリ骨材反応及び塩化である。

・ 過去の調査結果に基づき、原子炉建物及び原子炉附属建物、主冷却機建物、第一使用済燃料貯蔵建物、第二使
用済燃料貯蔵建物のコンクリート強度の経年劣化の程度について、暫定評価結果を以下に示す。長期施設管理方
針において、「短期」に対応が必要となるものはなく、通常の施設管理により、原子炉の安全は確保される。

No. 建物 使用開始
時期
（年）

調査時期
／

調査時期
までの
経過年数
（年）

経過年数
（年）＊1

塩化物
イオン
含有量

に係る評価
（㎏/m3）

中性化深さ
に係る評価

（中性化深さ／かぶり厚さ）

アルカリ骨材反応
に係る評価

① 原子炉建物及び
原子炉附属建物

1973 2005
/
32

51 0.33～0.48
↓＊2

最大0.77
【基準1.2以下】

15mm/72mm
10mm/64mm
9mm/36mm
10mm/22mm
11mm/30mm

→
＊2

24mm/72mm
16mm/64mm
15mm/36mm
16mm/22mm
18mm/30mm

2013年にひび割れ調査
を実施し、アルカリ骨
材反応に起因する有害
なひび等がないことを
確認

② 主冷却機建物 1973 2012
/
39

51 0.13～0.26
↓＊2

最大0.34
【基準1.2以下】

0mm/85mm
0mm/80mm
5mm/160mm
5mm/160mm
0mm/85mm

→
＊2

0mm/85mm
0mm/80mm
7mm/160mm
7mm/160mm
0mm/85mm

③ 第一使用済燃料
貯蔵建物

1982 2013
/
31

42 0.44～0.74
↓＊2

最大1.04
【基準1.2以下】

5.5mm/55mm
6.1mm/89mm

→
＊2

8mm/55mm
9mm/89mm

④ 第二使用済燃料
貯蔵建物

1991 －
今年度
予定

33 上記と
同程度と推測

＊1 2024年時点を想定。
＊2 建設時を「0」とし、外挿。※ ①1.6倍、②1.3倍、③1.4倍、④－


